第３章　大阪の中小企業


「中小企業のまち大阪」と言われるように、大阪府には数多くの元気な中小企業が集積しています。大阪府の中小企業数は全国の7.8％を占め、在阪企業のうち99.6％までが中小企業です。

また、製造品出荷額等では中小規模事業所の占める割合が全体の61.9％を占めており、中小企業の活力が大阪経済の源となっています。

ここでは、主要府県別の中小企業数を示すとともに、産業大分類別の中小規模企業数・従業者数、製造業の中小規模事業所の製造品出荷額等をとりあげています。また、大阪府の地場産業や経営革新承認件数を紹介しています。
３－１．中小企業数、常用雇用者・従業者数
	中小企業を府県別にみると、大阪府には約33万社の中小企業が立地しており、約250万人の常用雇用者・従業者が雇用されています。府内企業における中小企業が占める割合は、企業数では99.6％、常用雇用者・従業者数では62.3％を占めています。大阪府における中小企業の企業数、常用雇用者・従業者数は、いずれも東京都に次いで多く、それぞれ全国の7.8％、8.7％を占めています。


[image: image1.emf]（１）企業数（民営、非一次産業、平成21年）

全国に占める

割合（％）

大阪府 326,082 7.8 1,238 327,320 99.6

東京都 486,673 11.6 4,656 491,329 99.1

神奈川県 215,892 5.2 597 216,489 99.7

愛知県 240,048 5.7 716 240,764 99.7

全国 4,190,719 100.0 11,911 4,202,630 99.7

（２）常用雇用者・従業者数（民営、非一次産業、平成21年）

全国に占める

割合（％）

大阪府 2,461,849 8.7 1,487,359 3,949,208 62.3

東京都 4,408,672 15.6 7,544,422 11,953,094 36.9

神奈川県 1,434,927 5.1 523,502 1,958,429 73.3

愛知県 1,845,020 6.5 934,553 2,779,573 66.4

全国 28,270,454 100.0 14,461,993 42,732,447 66.2
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(中小企業庁「中小企業白書 2011年度版」付属統計資料より引用)
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(注)

１. 経済センサス基礎調査（速報）に基づく暫定のものであり、詳細集計（確報）に基づく結果とは

　　異なる場合がある。

２. 企業数＝会社数＋個人事業所（単独事業所と本所・本社・本店）とする。

３. 常用雇用者・従業者数は、会社の常用雇用者数と個人事業所の従業者総数を合算している。

４. 常用雇用者数とは、正社員及びパート・アルバイトの人数を指す（個人業主、無給家族従業者、

　　有給役員は含まれない）。従業者総数とは、常用雇用者数のほか、個人業主、無給家族従業者、

　　有給役員を含む従業者総数を指す。

５. ここでの常用雇用者・従業者数は、中小企業で雇用している常用雇用者・従業者数のすべてを本

　　社所在地の都道府県で合計したものであり、必ずしもその都道府県内で働いている中小企業の常

　　用雇用者・従業者数を表しているものではない。



中小企業の定義

中小企業基本法の規定に基づき、中小企業はおおむね、

・資本金３億円以下（卸売業については１億円以下、小売業、サービス業については5,000万円以

下）、並びに、

・常時雇用する従業者数が300人以下（卸売業、サービス業については100人以下、小売業につい

ては50人以下）の会社及び個人事業者

としている。


３－２．産業大分類別中小規模企業数・従業者数

	大阪府の中小規模企業数は32万6,583か所と、東京都に次いで多くなっています。業種別構成比では、卸売業，小売業の比率が24.0％と最も高く、主要都府県の中で最も高い値となっています。製造業については14.3％で、愛知県の15.1％に次いで高い割合を示しています。この傾向は従業者数でも概ね同様となっています。


[image: image2.emf]大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府 東京都 神奈川県 愛知県

鉱業，採石業，砂利採取業 13 59 27 98 109 934 220 698

建設業 26,066 41,494 29,132 27,509 190,048 328,083 186,852 184,346

製造業 46,716 52,864 17,826 36,297 458,091 484,755 204,605 394,033

電気・ガス・熱供給・水道業 42 104 29 30 779 3,184 506 726

情報通信業 4,674 18,659 3,460 2,299 47,177 253,983 29,768 23,484

運輸業，郵便業 7,035 13,213 3,931 3,794 105,758 161,497 71,756 81,040

卸売業，小売業 78,511 111,105 45,612 55,741 436,994 708,576 255,440 317,212

金融業，保険業 2,496 4,994 1,607 1,857 14,597 61,134 6,727 8,222

不動産業，物品賃貸業 35,220 52,935 27,489 17,532 114,156 201,650 78,821 52,850

学術研究，専門・技術サービス業 17,643 40,008 2,120 12,037 87,209 233,742 53,988 57,341

宿泊業，飲食サービス業 48,538 66,236 29,470 34,577 188,720 311,460 135,024 158,514

生活関連サービス業，娯楽業 25,447 36,750 19,520 21,091 93,468 165,063 75,099 76,499

教育，学習支援業 7,142 9,761 6,404 7,710 29,456 56,868 27,758 26,096

医療，福祉 17,123 23,636 12,400 11,670 119,550 140,908 77,659 76,219

複合サービス事業 45 19 14 72 113 136 38 172

サービス業(他に分類されないもの) 9,872 16,118 7,219 8,200 105,804 211,624 74,387 87,583

製造業 46,716 52,864 17,826 36,297 458,091 484,755 204,605 394,033

卸売業 26,147 40,401 10,865 16,443 213,795 371,735 76,723 129,862

小売業 100,158 135,382 63,114 72,920 403,068 632,795 302,817 335,848

サービス業 111,328 186,926 84,504 78,015 574,082 1,188,167 405,575 395,210

その他 42,234 72,382 39,931 36,839 342,993 646,145 288,928 290,082

合計 326,583 487,955 206,260 240,514 1,992,029 3,323,597 1,278,648 1,545,035

(総務省「平成21年　経済センサス」）

中小規模企業数（か所） 従業者数（人）

（注）

１. 企業ベースでの集計（民営、非一次産業）

　　企業数＝会社数＋個人事業所（単独事業所および本所・本社・本店事業所）とする。

２. 中小規模企業数･･･中小企業の定義に則ったデータが作成できないために、便宜的に、常用雇用者規模を満たす企業数を集計し

　　た。具体的には、常用雇用者数300人未満（卸売業、サービス業は100人未満、小売業・飲食店は50人未満）の企業数を合計し、

　　中小規模企業数とみなした。その際、産業中分類の業種区分に従って、サービス業等の集計を行った。

３. 大企業に属している事業所であっても、中小企業として捕らえられている可能性があり、中小企業庁が公表している数値とは、

　　必ずしも一致しない。

４. 従業者数は、中小規模企業の本社事業所で働いている従業者数を表している。
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３－３．製造業の規模別製造品出荷額等
	製造品出荷額等を事業所の規模別にみると、大阪府では中小規模（従業者数１～299人）の事業所によるものが11兆3,992億円と全体の61.9％を占めており、全国や他の主要都県と比べて高い値を示しています。


[image: image3.emf]中小規模事業所に

おける

製造品出荷額等

（百万円）

総額に占める

シェア

（％）

中小規模

事業所数

（か所）

中小１事業所

あたり

製造品出荷額等

（百万円）

大阪府 11,399,202 61.9 40,903 278.7

東京都 5,973,328 57.0 40,041 149.2

神奈川県 7,903,311 40.3 16,762 471.5

愛知県 14,339,744 30.8 35,814 400.4

福岡県 4,774,835 55.2 10,711 445.8

全国計 161,405,327 47.8 439,079 367.6

（注）従業者１～３人の事業所を含む全数調査。

（経済産業省「平成20年 工業統計表（産業編）」)
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大規模事業所（従業者数300人以上）

中小規模事業所

製造品出荷額等

生産された製品の出荷額(製造品出荷額)、加工賃収入額、修理料収入額及びその他の

収入額を合計したもので、製造業の規模を示す指標の一つ。


３－４．地場産業の業種別事業所数・出荷額
	大阪府には、幅広い業種にわたる多様な地場産業が集積しており、いずれも地域経済の発展に大きな役割を果たしてきました。

「繊維・衣服」は、紡績からアパレル製品まで幅広い業種が卸売業と連携して活動し、また、「生活用品」は、大都市に集積する消費財動向の情報や関連産業と深く結びついて発展してきました。このほか、「機械・金属」は、機械工業の基盤として重要な機能を担っています。

近年、これら地場産業を取り巻く社会・経済環境変化をみますと、グローバル化、流通構造の変化、技術革新や新たな生活様式による需要構造の変化、都市化の進展等、その存立条件を揺るがすような動きがあります。


[image: image4.emf]事業所数 出荷額

(億円)

事業所数 出荷額

(億円)

41,059 184,033 農業用機械 152 1,863

15,675 38,240 繊維機械 189 212

紡績

（綿紡績、化学繊維紡績、毛紡績）

68 191 玉軸受、ころ軸受 168 2,365

撚糸 113 52 金型 1,272 1,414

綿スフ織物 237 264 自転車・同部分品 154 2,361

ニット生地 167 227 計 4,405 16,201

注染和晒（織物手加工染色整理業） 45 22 木製家具 530 599

敷物

(じゅうたん・その他の繊維製床敷物)

172 484 竹すだれ　 9 ―

紳士既製服

（織物製成人男子・少年服）

197 128 木櫛　 7 ―

婦人子供服

（織物製成人女子・少女服）

398 190 事務用紙製品 144 540

布帛縫製品（織物製シャツ製造業） 106 40 段ボール箱 329 903

ニット製品

(ﾆｯﾄ製外衣、ｱｳﾀｰｼｬﾂ､ｾｰﾀｰ類)

546 361 紙器 451 617

靴下 18 25 印刷 2,541 5,381

帽子 120 88 製本 245 125

毛布　 99 100 ケミカルサンダル 238 117

タオル 187 146   （ｺﾞﾑ製・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製履物）

石鹸・合成洗剤 51 805 革靴（革製履物） 110 116

塗料 85 1,136 かばん 161 94

プラスチック製品 2,924 7,566 袋物 284 150

計 5,533 11,825 ガラス製品 226 917

伸線業（普通線材製品） 89 2,166 鏡 21 23

銑鉄鋳物 71 365 眼鏡類 46 77

鉄管継手（可鍛鋳鉄製鉄管継手） 12 266 玩具・運動用具 176 210

鍛工品 90 568 児童乗物 3 1

刃物

（ほう丁、ナイフ類、はさみ）

51 38 人造真珠硝子細貨　 30 ―

作業工具 91 257 ボタン 55 48

建築金物

（錠・かぎ、建築用金物）

331 552 歯ブラシ 27 44

めっき

（電気めっきと溶融めっき）

341 791 その他のブラシ 74 106

金属熱処理 104 373 洋傘 5 3

金網

（鉄製金網と非鉄金属製金網 ）

146 260 線香類　 19 29

ワイヤーロープ(鋼索) 67 332 魔法瓶 6 114

ねじ（ボルト・ナット・リベット） 1,077 2,018 計 5,737 10,214

　　　表巻末の「品目別統計表」より。

　　　竹すだれは大阪簾工業協同組合、木櫛は泉州木櫛商栄組合、人造真珠硝子細貨は日本人造真珠硝子細貨工業組合の各組合員数で、出荷額は不明。
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製造業 (平成20年）

地場産業の合計

資料：大阪府統計課「平成20年大阪の工業（工業統計調査結果表）」従業者３人以下を含む全事業所分。
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（注）「品目別統計表」からみた業種には、当該品目を本業ではなく副業で扱う事業所、 関連加工業、製造卸売業が含まれている。

　　　化学の３業種は繊維・衣服に含めた。

地場産業

主として地元の資本による中小企業群が一定の地域に集積して、技術、労働力、原材料、技能(伝統を含む)などの経営資源を活用し、生

産、販売活動をしているもの、とされている。大阪府においては、昭和56年に(1)中小企業性ないしは並存業種である、(2)地域集中性が強

い、(3)事業所数が200以上のもの、(4)出荷額500億円以上のもの、(5)市町村よりの推薦のあったもの、のいずれかにあてはまる63業種を

選定した。

その後、平成18年度に、金型、プラスチック製品、めっきを追加し、加熱鋲螺と製線鋲螺をねじに一本化した上で、製造が禁止された石

綿製品、消滅した貝細工を除外した63業種を調査した。ここでは、18年度調査の63業種から、製造卸売業又は流通加工業が中心となった作

業手袋、合板、企業数が少ないほうろう鉄器、ミシン、爪楊枝を除外した58業種を掲載した。


３－５．中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新承認件数

	大阪府における経営革新計画の承認件数は、平成23年３月末現在で、新法、旧法併せて2,773件です。全国府県との比較でみると、大阪府は、東京都、愛知県、福岡県に次いで全国で４番目の承認件数となっています。承認企業のうち、48.8％が製造業、20.3％がサービス業、11.7％が卸売業です。


[image: image5.emf]経営革新計画

承認件数

うち旧法

承認件数

うち新法

承認件数

大  阪

2,773 1,450 1,323

東　京

5,448 2,603 2,845

愛　知

3,619 1,373 2,246

福　岡

3,132 1,183 1,949

静　岡

2,678 731 1,947

広　島

2,312 946 1,366

埼　玉

2,158 445 1,713

兵　庫

1,891 797 1,094

全　国 45,415 18,363 27,052

（注）平成23年3月31日現在。 （中小企業庁調べ）

　　　

中小企業新事業活動促進法

平成17年4月に、中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法（中小企業創造活動促進

法）、中小企業経営革新支援法、新事業創出促進法の３法が、中小企業の新たな事業活動の促進

に関する法律（中小企業新事業活動促進法）として整理統合された。

中小企業が単独、または任意グループや組合等の連携体制で、新商品の開発又は生産、新役務

の開発又は提供、商品の新たな生産又は販売の方式の導入、役務の新たな提供の方式の導入、そ

の他の新たな事業活動などの新たな取組によって、相当程度の経営の向上を図るための計画（経

営革新計画）を作成し、中小企業新事業活動促進法に基づく知事の承認を受けると、融資、税額

の控除など各種支援措置を利用することが可能となる。

1,891 

2,158 

2,312 

2,678 

3,132 

3,619 

5,448 

2,773 

兵庫県

埼玉県

広島県

静岡県

福岡県

愛知県

東京都

大阪府

経営革新計画承認件数

（件）

製造業

48.8%

サービス

業

20.3%

卸売業

11.7%

小売業

5.4%

建設業

8.4%

運輸業

2.1%

不動産

業

1.4%

飲食業

0.9%

その他

0.9%

経営革新計画承認企業業種別割合

(大阪府)


- 26 -

